
平成 ２５ 年 ３ 月 ２９ 日

平成23年度　～　平成26年度　（4年間） 国立市

下水道の耐震整備を行うことで、管渠の耐震性を向上させ被災時においても安心な暮らしをバックアップする。

・下水道の耐震整備について、緊急整備達成率を１２％（Ｈ２３）から６１％（Ｈ２６）に増加させる。
・合流式下水道の改善について、合流式下水道改善済み面積（ha)　を４０％（Ｈ２３）から１００％（Ｈ２５）に整備する。
・ポンプ場の長寿命化計画策定率を０．０％（Ｈ２３）から１００％（Ｈ２６）に増加させる。

（H23当初） （H24末） （H26末）

重要な管渠の地震対策実施率の向上

 =重要な管渠のうち、耐震化または減災対策が行われている延長（Ｋｍ） /重要な管渠の延長（Ｋｍ）

合流式下水道の改善

 =合流式下水道改善済み面積（ha)　/合流式下水道改善対象面積（ha)

ポンプ場における長寿命化計画策定率
 ＝長寿命化計画策定済みのポンプ場（箇所）/長寿命化計画を策定すべきポンプ場（箇所）

A１　下水道事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業及び 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 施設種別 H23 H24 H25 H26

A-１-１ 下水道 一般 国立市 直接 - 合流 改築 国立市 15総合地震対策計画

A-１-２ 下水道 一般 国立市 直接 - 合流 改築 国立市 12 総合地震対策計画

A-１-３ 下水道 一般 国立市 直接 - 合流 － 国立市 9 総合地震対策計画

A-１-４ 下水道 一般 国立市 直接 - 合流 改築 国立市 0 総合地震対策計画

A-１-５ 下水道 一般 国立市 直接 - 合流 改築 国立市 16 合流改善計画

A-１-６ 下水道 一般 国立市 直接 - 汚水 改築 国立市 17 長寿命化計画

小計（下水道事業） 69

計画の期間

事業内容

全体事業費

　　定量的指標の定義及び算定式

事業者

計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

40%

百万円

北多摩二号処理区

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

ポンプ場耐震診断

Ｂ　６９百万円

国立市青柳三丁目
・谷保1,348・谷保6,600地内　耐震化事業

効果促進事業費の割合
0.0%Ｃ　６９百万円 百万円

管口可とう化　44箇所

　　　下水道が担う被災時のバックアップ

定量的指標の現況値及び目標値
当初現況値

管口可とう化　26箇所

市町村名

Ａ

省略
工種

管口可とう化　30箇所

社会資本総合整備計画（水の安全・安心基盤整備）  事後評価書（中間評価書）
計画の名称

交付対象

要素となる事業名

最終目標値中間目標値

国立市西二丁目
・富士見台三丁目地内　耐震化事業

国立市北二丁目地内　耐震化事業

下水道地震対策事業

備考

12% 59% 61%

全体事業費
（百万円）

交付対象事業               上段：計画　

（長寿命化）　南部中継ポンプ場 長寿命化計画事業

0%

事後評価（中間評価）の実施時期

数値目標の達成状況や事業効果の発現状況を検証し、決算特別委員会、建設環境委員会などで報告し、その結果
を踏まえて、事業担当課で評価した。

0% 100%

75% 100%

国立市谷保地内　合流改善事業 水面制御２箇所,合流式下水道計画事後策定委託

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

事　後　評　価　（中　間　評　価）

○事後評価（中間評価）の実施体制、実施時期

事後評価（中間評価）の実施体制

公表の方法
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Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計

番号 備考

指標③（ポンプ
場における長寿
命化計画策定
率）

２.事業効果の発現状況、目標値の達成状況

今後の方針等については、国立市総合下水道総合地震対策計画（第２期）に基づき管きょの耐震化、避難所にマンホールトイレを設置する。また、国立市南部中継ポンプ場の耐震補強工事を実施する予定である。
次に、国立市南部中継ポンプ場長寿命化計画をH26～H30の期間で改築工事を実施する予定である。また、管きょの長寿命化計画も将来的に策定する予定である。

３．特記事項（今後の方針等）

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（必要に応じて記述）

・今後も確実な予算執行を図り、ポンプ場の改築更新工事、管渠の耐震化工事を効率的に行い、安全・安心、快適な暮らしの実現を図り、防災時の良好なバックアップを効率的に
進めていく。

Ⅱ定量的指標の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する
　　　交付対象事業の効果の発現状況

指標①（重要な
管渠の地震対策
実施率の向上）

指標②（合流式
下水道の改善）

一体的に実施することにより期待される効果

 市町村名
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）

工種

省略

事業者

事業者

要素となる事業名 事業内容

要素となる事業名

番号

事業内容 市町村名

一体的に実施することにより期待される効果

全体事業費
（百万円）

工種

番号

省略

※交付対象事業については、できるだけ個別路線ごとに記載すること。

61%

76%

100%

100%

100%

・下水道の耐震整備について、6箇所の避難所の汚水を受け持つマンホールと管きょの接続部（管口）を可とう化することで下水を上流から下流に流せる状態を保つ効果ができた。
・平成25年度末に合流式下水道を改善し、目標値に対しての汚濁負荷量の削減、公衆衛生上の安全確保、きょう雑物の削減の整備効果を達成できた。
・平成24年度末にポンプ場の長寿命化計画を策定し、平成25年度末に詳細設計を実施し、平成26年度から長寿命化工事を実施することができLCC評価検討結果から長寿命化対策の実
施効果がでた。

目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値

緊急路線2.9ｋｍに対して、2.4ｋｍの耐震化を実施できた。

100%

平成22年度に貯留管を完成させ、平成23年度に雨水吐室に水面制御装置を設置し、平成25年度に合流式改善導入事後調
査を行い合流式下水道を改善した。

平成24年度に、長寿命化計画（南部中継ポンプ場）を策定した。

目標値と実績値
に差が出た要因

目標値と実績値
に差が出た要因

最終目標値

最終実績値

最終目標値

最終目標値

最終実績値



水の安全・安心基盤整備

計画の名称

計画の期間 平成23年度　～　平成26年度　（4年間） 国立市交付対象

下水道が担う被災時のバックアップ

下水道法による
事業計画区域

【　凡　　例　】

整備予定箇所

流域幹線

避難場所等

防災拠点

緊急輸送路

処理場施設

ポンプ場施設

雨水吐口

A-1-3　下水道
　管渠地震対策

事業
（二期計画策定）

  A - 1 - 6　　（長寿命化）
                      南部中継ポンプ場

市立第四小学校

市立第一小学校

市立第二小学校

市立第三小学校

市立第五小学校
市立第六小学校

市立第七小学校

市立第八小学校

市立第一中学校

市立第三中学校

JR中央線

谷保駅

矢川駅

北多摩２号水再生ｾﾝﾀー

南部中継ポンプ場

国道２０号

滝野川学園

矢川上公園

青柳福祉センター

都道２５６号線

国立駅

くにたち福祉会館

東京都障害者スポーツセンター

谷保第三公園

東福祉館

A - 1 - 1 国立市西二丁目・
富士見台三丁目
地内耐震化事業

A - 1 - 4 国立市北二丁目

地内耐震化事業

A - 1 - 2 国立市青柳三丁目

谷保1,384・谷保6,600 
地内耐震化事業

国立あおやぎ苑 市立第二中学校

A - 1 - 5 国立市谷保地内

合流改善事業

A - 1 - 3 下水道地震対策事業


